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高齢者医療制度に関する検討会 御中  

全国健康保険協会  

高齢者医療制度に関する意見について   

標記について、下記のとおり、現時点における全国健康保険協会の基本的な  

考え方を述べます。   

なお、今後、「高齢者医療制度に関する検討会」における議論等も踏まえ、  

協会の運営委員会においても議論を行ったうえで、改めて意見を申し上げたい  

と考えており、今回は、現時点における暫定的な意見を申し上げるものであり  

ますので、ご了知ください。  

記  

1．基本的な考え方  

○協会けんぽは、中小企業等の従業員やその家族の方々が加入している健康保   

険であり、．当協会としては、加入者や事業主の方々の利益の実現・増進を図   

るため、よりよい高齢者医療制度を目指していく必要があると考えています。  

○高齢者医療費を中心に医療費が増大する中で、国民皆保険を維持していくた   

めには、増大する医療費の負担については、現役世代と高齢者世代の負担を   

明確化し、．高齢者医療に係る費用を負担する加入者や事業主の方々の理解と   

納得が得られる制度としていくことが重要であると考えています。また、高   

齢者医療制度は、協会けんぽの加入者が将来、加入又は適用を受ける制度で   

あり、単に財政負担の仕組みということではなく、利用者の視点からみて、   

魅力的で、．わかりやすい仕組みとしていくことが、加入者の方々の理解を得   

るためにも重要であると考えています。  

○こうした観点から、特に長寿医療制度については、従来の老人保健制度にお   

いて指摘されていた財政責任が不明確であり、保険者機能が働きにくい等の   

問題点を解決する→つの仕組みではありますが、当協会の加入者や事業主の   



方々にも、そもそも年齢で区切ることに対する意見や、別の制度を提案する  

意見など、様々なご意見があるところであり、高齢者だけでなく、高齢者医  

療制度を支える者の意見も幅広くお聴きいただき、さらによりよい制度を検  

討していただきたいと考えています。  

2．財源の在り方について  

○国民皆保険を維持していくためには、高齢者医療費について何らかの形で現   

役世代の支援を組み合わせていくことが避けられないことは理解するところ   

ではありますが、その負担については、支え手である現役被保険者の負担が   

過重なものとならず、被用者保険制度における自立と連帯を損なわない、理   

解と納得が得られる在り方を考えていく必要があります。  

○現在においても、協会けんぽの保険料率のうち約4割は長寿医療制度の支援   

金や前期高齢者納付金等に充てられており、こうした現役被保険者の負担の   

現状や今後の負担を考慮すれば、今後、前期高齢期も含めた加齢に伴う医療   

費の増大や稼得能力の低下に対して、さらに公費を含めた財源の在り方につ   

いて検討していくことは避けられないのではないかと考えています。  

○また、制度間の所得面での格差の調整については、公費により適切に行うべ   

きものと考えます。特に、協会は、被用者保険の最後の受け皿であるととも   

に、財政基盤が脆弱であることを十分に考慮し、財政力の格差に応じた適切   

な国庫負担を行うようお願いします。  

3．運営主体等の制度の仕組み  

○老人保健制度の問題点を考えた場合、保険者機能が適切に発揮されるような   

仕組みセあることが重要と考えています。その際、先般の医療制度改革の趣   

旨を踏まえ、都道府県単位を基本とした運営ないし財政運営を図ることによ   

り、都道府県ごとに保険者間で適切な連携を図ることができる基盤を整えて   

いくことが一つの方向ではないかと考えています。  
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国民全体で支えあう持続可能な社会保障制度を目指して（概要）  
一安心・安全な未来と負担の設計－  
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紅）日本経済団体連合会  はじめに  

定  循環の形成に向けた取り組み  
制度は、国民の安心と安全を支え、経済社会の安  
制度が経済活力を高め、経済成長が社会保障制度の  
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→ 2025年度を最終日   
の確保方策を含めた、  

した暮らしができるような社会の実現を目指して、安定財源  
偵  

蜜蕪楽額療剥厳寒撚鐸藻痍嚢願∴て‥   田   ）少子高齢化、人口減少の進行  （2〉家族、企業、政府の役割の変化   
○わが国の人口は2005年をピ・－一・クに減少過程へ。     ○核家族化、就業形態の変化等により、家族   

2055年には現役世代1．3人で1人の高齢者を支     や企業が社会保障機能の一部を代替する   

えることに。世代間扶養を基軸としたままでは、  ことは限界。   

持続可能性と経済活力との両立は困難。  ○国民全体で支えあう体系へと再構築。   

（3）中長期的、制度横断的な視点の  
必要性の高まり  
○中長期的な展望の下でも通用する制   

度を構築する一方、制度横断的に見直   
していくことが必要。  

（3）世代間・世代内の公平性の確保  
○現行制度体系が社会変化に対応して   

おらず、世代間の不公平を助長。  
○公平性の確保に向けた抜本的な改革   

が必要。  

（4）制度横断的な見直し  
○個別課題への対応と併せて、制度横   

断的な視点から、ライフステーゾ（現役期、   

高齢期）毎に見直し。  

吏）セーフティネットとしての機能強化  

○足元では年金の未納・未加入、年金記   
録問題、医師・診療科の偏在、介護従   
事者不足等、各制度に綻びが発生。  

○セーフティネットとしての機能強化を図るこ   
とが急務。  

（2）中長期的な持続可能性の確立  
○高齢化の進展により、♪社会保障給付の今後の増大は不   

可避。安定財源の確保を含む給付と負担の一体的改革   
により、持続可能な制度を確立。  

○現役世代に過度に依存する世代間扶養から公費負担   
中心への移行。  

【簡素で持続可能な制度を確立。国民への丁寧な説明により改革の必要性の理解・納得を得るとともに、具体的施策の周知徹底を図る】  

（3）制度横断的なインフラ整備と  定 財源の確保  （2）税・社会保険の役割の明確化と安   （1）中福祉・中負担の社会保障制度の確立  
○自助・自立を基本としつつも、自助努力では賄え   

ない部分はセーフティネットを確保。  
○制度の機能強化により、真の意味での中福祉・   

中負担の実現へ。匡‡民負担率（現在40，1％）は、   
英（48，3％）・独（51．7％）にみられるように概ね   
50％台へ、将来的に消費税率は10％台後半へ  
（英‥17．5％、独：19％）。  

○抜本改革を怠ってきたため、税と保険料による負担の   
構造が歪む結果に。保険原理を越えたリスクや世代間   
扶養は税での公助が基本。  

○国民が広く薄く負担できる消費税を主たる財源とし   
て、社会保障費用を賄うという対応関係を明確化。  

○社会保障番号・カードの早期導   
入。  

○ICTの活用等を通じ、生活困窮   
者の実態把握等のモニタリンク†機能   
を充実。  

Ⅱ．各論  

2．年金  
り）課題・問題点  

○未納・未加入、年金記録問題等、制度の根幹に関わる問題と相まって   
国民に強い不安感。  

○基礎年金に独自財源が設けられておらず、基礎年金部分（1階）と報酬比   

例部分（2階）を本来の目的に沿った形で制度設計ができない。  

（わ基礎年金の財源構成の見直し  
○基礎年金の財源を税を基軸とする方向へ見直し、2025年度に全額税方   

式化へ。  
01階は税を財源とする一定額の給付、2階は報酬比例年金と位置づけ。  

02009年度に国庫負担割合を1／2に引上げ、2011年度にはそのための安   
定財源を確保。その後も、段階的に負担割合を引上げ。保険料は国庫   
負担割合の引上げに応じて引き下げ。引き下げ分は、従業員への還元   
が当然。  

○移行後もヒタリンク÷を通じて給付水準を見直し。  

（3）企業年金の拡充  

（1）課題一問題点  
○産科リト児科・救急医療体制の不備、介護従事者の不足等、サービス   

提供体制の綻びが露呈。  
○現状のような低負担では、質の高いサービス提供が困難な状況にあ   

り、質を確保する上で相応の負担が必要。  
○現役世代に過度な保険料負担を強いるという問題を内在。  
○医療関係データも十分な分析・活用がなされていない。  

（2）サービス提供体制の改革  
○機能強化と効率化の同時達成を目標に、欧州諸国の病床数あたり医   

師数等の指標（現状14．3人／100床→40人／10q床程度へ）も視野に入   
れつつ、誰もが安心して質の高い医療・介護サービスを享受できる   

環境を整備。  
○医療：医師・診療科の偏在の解消と医療従事者の増員、勤務医の就   

業環境の改善、救急医療体制の整備など緊急課題に対応。  
医療資源の適正配置に資する医療計画の策定とそれに沿った医   

療機関の連携と機能分化、国レベルでのデータヘヾ－スの構築、一層の包   

括化・標準化、混合診療等を推進。そのために医療の「見える化」   
を推進。  

○介護：人材の安定的な確保・定着・育成を図り、新たな雇用創出につ   

なげる。多様な居住系サービスの普及等、地域に即したサービス提   
供体制を整備。改革の推進に資する報酬体系へ見直し。  

（3）保険制度の改革  
○長寿医療制度は65歳以上の高齢者を包括的に捉える体系とし、給   

付財源も高齢化の進展に併せて公費割合を高める方向へ見直し。  
○若年者（現役世代）の医療制度は、高齢者医療への拠出金等の増加   

に歯止めをかけ、負担と受益の関係を明確化。  

3．少子化  
（1）課題・問題点  

○政策目標の欠如、財政投入の不足等から、期待された成果を得られず。  
（2）保育サービスの拡充と財政の重阜投入  
○少子化対策の政策目標として、例えば国民の希望がかなった場合の合   

計特殊出生率（1．75）を掲げ、環境整備の進捗状況を評価。  

○国の最重要課題として位置づけ、保育サービスの拡充等に向け、国・   
地方ともに緊急的に思い切った財政投入。  

○保育制度改革を速やかに実施。保育人材を安定的に確保し、雇用創出。  
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国民が   安心し信頼できる社会       保障制度の将来像の実現に向け、安定財源を確保しつつ、段階的に改革を推進。  
（1）緊急課題への対応と社会保       障制   度の基盤整備【第1段階：2009～2015年度】  

基礎年金国庫負担割合の引上げ（1／2カ         、ら2／3）、医療・介護の緊急対応や少子化対策の財源として、消費税を主たる財源として、2015年  
度までに消費税率換算で5％程度が追加的に必要。  

（2）安心で信頼できる社会保障       制度   の完成【第2段階：2016～2025年度】  

年金については、2025年度を目途に税         方式への完全移行を目指し、基礎年金の公費負担割合を段階的に引上げ。  

介護の公費負担割合を一層引き上げ。  

必要となる公費は、現状に比して消費税率換算で12％程度。  




